
平成30年度公社認知度及び支援への期待に関する調査 概要

■調査目的
東京都内中小企業における、公社の認知度や期待度を把握し、今後の広報活動の検討やより充実した公的サービスを提供するための判断材料とする。

■調査期間 平成31年２月８日(金)～平成31年３月４日(月)
■調査対象 都内に主たる事業所を置く中小企業のうち、東京都の業種構成に近似するようサンプリングした5,000社
■回答者数 762社（15.2％）
■調査方法 郵送調査：アンケートを郵送により発送、返送により回収
■主な質問項目 (１)公社の認知度について (２)中小企業支援機関に対する期待について (３)公社への意見要望

調査概要

回答企業様の属性

公社の認知度

●すべての業種から
ほぼ同じ割合でご回答が得られた

●300万円超～1000万円以下が
36.6％でボリュームゾーン

●過半数が５名以下、
次いで６～20名が多くなっている

魅力を感じる中小企業支援機関の体制中小企業支援機関に期待する支援メニュー
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業種 建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

小売業、卸売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

教育学習支援

医療、福祉

サービス業
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資本金

300万円以下

300万円超～

1,000万円以下
1,000万円超～

5,000万円以下
5,000万円超～

１億円以下
１億円超～３億

円以下
３億円超
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設立時期

1959年以前

1960年代

1970年代

1980年代

1990年代

2000年代

2010年代
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従業員数

５名以下

６～20名

21～50名

51～100名

101～300名

301名以上

※小数点以下第２位を
四捨五入しているため
合計値が一致していない

●1959年以前の設立が7.8％、
2000年以降の設立が43.4％にのぼる
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名前も業務内容も

知っている
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名前は知っているが

業務内容は知らない

27.0%
本アンケートで

初めて知った

59.0%


